
この「株式会社フーバーブレイン 製品サービス共通利用規約」（以下、「本規約」といいま

す。）は、株式会社フーバーブレイン(以下、「当社」といいます。) の提供する「当社製品

サービス」（本規約第２条第１号に定義するものをいいます。以下同じです。）のご購入者様

（本規約第２条第９号に定義するものをいいます。以下同じです。）が、当社製品サービス

を利用するにあたり、同意していただく必要のある事項を記載しています。 

ご購入者様が当社製品サービスを利用する際には、「本規約等」（本規約第２条第４号に定義

するものをいいます。以下同じです。）が適用されます。 

ご購入者様は当社製品サービスの利用を開始した時点で、本規約等に同意したものとみな

しますので、「ご購入希望者様」(本規約第２条第８号に定義するものをいいます。以下同じ

です。）は、購入前に、必ず本規約等を確認し、内容を承諾した上で購入してください。 

 

 

株式会社フーバーブレイン 製品サービス共通利用規約 

 

 

第１章 総則 

第１条（目的・適用範囲） 

１本規約は、当社が提供する当社製品サービスの利用について、ご利用者様（第２条第 10

号に定義するものをいいます。以下同じです。）と当社との間の権利義務関係を定めること

を目的とし、個別規約（第２条第３号に定義するものをいいます。以下同じです。）の存在

を前提として、当社製品サービスに関して共通となる事項を包括して規定するものです。 

２個別規約及び個別利用特約（第２条第２号に定義するものをいいます。以下同じです。）

は、当社製品サービスの利用にあたり、本規約とともに、ご利用者様と当社に対して適用さ

れます。なお、個別規約において、本規約と異なる内容を定めたときは、当該個別規約の内

容が本規約に優先するものとします。また、個別利用特約において、本規約又は個別規約と

異なる内容を定めたときは、当該内容が本規約及び個別規約に優先するものとします。 

３ご購入者様（第２条第９号に定義するものをいいます。以下同じです。）が、販売店等（第

２条第７号に定義するものをいいます。以下同じです。）との間で締結した当社製品サービ

スの売買又はライセンスにかかる契約の対象物の利用を開始した時点で、当社との間で本

規約等の内容に同意したとみなされ、当社とご利用者様の間で本利用契約（第２条第５号に

定義するものをいいます。以下同じです。）が成立したものとみなされます。なお、各当社

製品サービスに関する契約の成立時期について、個別規約又は個別利用特約に別途定めが

あるときは、当該定めを優先します。 

 

第２条（定義） 

本規約における用語の定義は以下のとおりとします。 



（１）「当社製品サービス」とは、当社が、当社開発製品又は当社提供サービスであると当

社の運営する Web サイト又は当社が提供する各種資料等に掲載して、販売する製品又はサ

ービスをいいます。 

なお、当社製品サービスと機能が独立した他社開発製品、他社が提供するサービスは、た

とえ当社製品サービスを含んだ一つのパッケージ・セット商品として、販売店等によってご

購入者様へ販売され、又は、当社製品サービスの利用に不可欠であるとして、ご利用者様に

より、一体的に利用されていたとしても、当社製品サービスには含まれません。 

（２）「個別利用特約」とは、本規約等に対する特約事項を定めるために、特定の当社製品

サービスの利用に関して、特定のご利用者様と当社で個別に結ばれた契約が結ばれた場合

の、当該契約をいいます。 

（３）「個別規約」とは、当社製品サービスのうち、特定の製品又はサービスの利用に際し

て、ご購入者様に適用される権利義務等を定めたもので、ご購入者様が当該特定の製品又は

サービスを利用する際に適用されるものであることを意図して、当社の運営する Web サイ

ト又は当社が提供する各種資料等において掲載する、個別利用規約や利用案内、その他の規

定や書面等をいいます。また、個別規約は、特定の製品又はサービスに対する個別利用規約、

ソフトウェア使用許諾契約書、ハードウェア保証約款、テクニカルサポート契約書、サポー

トサービス概要の表題を持つ規定又は書面を含みますが、これらに限られません。 

（４）「本規約等」とは、本規約及び個別規約をいいます。 

（５）「本利用契約」とは、本規約、個別規約及び個別利用特約を総称していいます。 

（６)「販売店」とは、当社より売買目的のために正規の取引として当社製品サービスを購

入した者（その者よりさらに転売を受けたものを含む）のうち、ご購入者様が当社製品サー

ビスを直接に購入した相手先をいいます。 

（７)「販売店等」とは、当社及び販売店をいいます。 

（８)「ご購入希望者様」とは、当社製品サービスを自身で利用する目的で、販売店等より

購入を検討している法人又は個人をいいます。 

（９)「ご購入者様」とは、当社製品サービスを自身で利用する目的で、販売店等より購入

した法人又は個人をいいます。 

（10)「ご利用者様」とは、本規約等に同意し、本利用契約を締結したご購入者様をいいま

す。 

 

第３条（本利用契約の適用） 

当社は、本利用契約の内容に従って当社製品サービスの提供を行い、ご利用者様は本利用契

約が定める条件にてこれを利用するものとします。 

 

第４条（本規約等の変更） 

１当社は、ご利用者様の事前の承諾を得ることなく、本規約等を随時変更できるものとしま



す。本規約等が変更された後の当社製品サービスの提供条件は、変更後の新たな本規約等に

従うものとします。 

２当社は、前項の変更を行う場合は、変更後の新たな本規約等の内容をご利用者様に次条に

したがって、通知するものとします。なお、当該通知において、効力発生までに２週間以上

の予告期間を定めるものとしますが、当該変更が、ご利用者様の利益となるときは、予告期

間を定めないことができるものとします。 

３ご利用者様が変更後の本規約等に同意できないときは、前項の予告期間中に当社に通知

することによって、本利用契約の全部又は一部（当該変更の影響を受ける当社製品サービス

にかかる本規約等に限ります。）を解除することができます。 

 

第５条（当社からの通知方法） 

１当社からご利用者様への通知は、次の各号のうち、当社が指定するいずれかの方法により

行うものとします。 

（１）当社コーポレートサイト(https://www.fuva-brain.co.jp/)への掲示 

（２）当社の運営する各当社製品サービスにかかる Web サイトへの掲示 

（３）各当社製品サービスの操作画面上での表示 

（４）ご利用者様が登録したメールアドレスに対する発信 

２前項の各通知は、掲示時刻、操作画面上での表示時刻又は電子メールの発信時刻をもって

通知の効力が生じるものとします。 

３前各項にかかわらず、障害検知時等緊急の場合はこの限りではありません。 

 

第２章 当社製品サービスの利用 

 

第６条（当社製品サービスの利用） 

１利用開始に先立って、ご購入希望者様は、当社製品サービスを販売店等から購入してい

ただきます。当社製品サービスの売買に関する手続き、料金及び支払方法等は、販売店等

の定めるところによるものとします。 

２ご購入者様が、販売店に提供された情報及び販売店との間で締結した当社製品サービス

の売買にかかる契約（その形式を問わない）の内容の全部又は一部は、当社に共有される

ことを承諾するものとします。 

３ご購入者様が、利用可能な当社製品サービスの対象又は期間は、ご購入者様が販売店等

に提供した情報によるものとします。但し、ご購入者様が販売店等に提供した情報に誤り

又は不適切なものが含まれるときは、適宜修正、訂正されることがあります。 

４ご購入者様又はご利用者様が、第 21 条に規定する解除事由のいずれかの事由に該当す

る又はそのおそれがある場合、当社はご購入者様の利用の申込みを承諾しない又はご利用

者様の利用を停止する等の当社が必要と認める措置を行うことがあります。 

https://www.fuva-brain.co.jp/


５利用開始後に、ご利用者様から提供された情報について変更が生じた場合、ご利用者様

は、販売店等の定めるところにより、速やかに販売店等に変更後の情報を届けるものとし

ます。ご利用者様は、当該情報が、販売店より当社に共有されることを承諾するものとし

ます。 

 

第７条（利用目的・利用ユーザー） 

１当社製品サービスは、ご利用者様自身の業務での利用を目的として提供されるものであ

り、商業目的で使用（第三者に対し有償と無償の別にかかわらず、第三者に対してサービス

等を提供することなど）することはできません。 

２ご利用者様は、当社製品サービスを、ご利用者様の役員又は従業員（ご利用者様の業務実

施地域内でご利用者様の職務に従事するものを含む。以下、「利用ユーザー」といいます。）

に対してのみ使用させることができるものとし、その他の第三者に対して使用させること

はできません。 

３ご利用者様は、利用ユーザーに対し、本利用契約に定める条件を周知し、これに従わせる

ものとします。 

 

第８条（利用のための設備） 

ご利用者様は、自己の責任と費用負担により、当社製品サービスを利用する為に必要とな

る設備（ソフトウェアを含む）及び電気通信回線等を確保し、これらの設定及び使用環境

条件が、当社の定める技術基準及び技術的条件に適合するよう維持するものとし、当社は

これらの確保及び維持に関して、一切の責任を負いません。 

 

第９条（アカウント情報の管理） 

１ご利用者様は、自らの管理責任により、当社製品サービスを利用するために必要なユーザ

ーID、パスワード及びサーバーの情報等（以下、「アカウント情報」といいます。）を不正使

用されないよう厳格に管理するものとします。 

２当社は、当社の責めに帰すべき事由による場合を除き、アカウント情報の不正利用によっ

てご利用者様に生じた損害について責任を負いません。当社は、当社の責めに帰すべき事由

による場合を除き、アカウント情報を利用して認証を行った後に行われた当社製品サービ

スの利用行為については、すべてご利用者様に帰属するものとみなすことができます。 

 

第 10 条（自己責任の原則） 

１ご利用者様は、当社製品サービスの利用及び当社製品サービス内における一切の行為（情

報の登録、閲覧、削除、送信等）及びその結果について、一切の責任を負います。 

２ご利用者様は、当社製品サービスの利用に伴い、第三者に対して損害を与えた場合又は第

三者からクレーム等の請求がなされた場合、当社の責めに帰すべき事由であるものを除き、



自己の責任と費用負担をもって処理、 解決し、当社に対しいかなる補償、補填又は仲裁、

照会その他のいかなる請求もできません｡ 

3 ご利用者様は、ご利用者様がその故意又は過失により当社に損害を与えた場合、当社に対

して、当該損害の賠償を行うものとします。 

 

第 11 条（禁止行為） 

ご利用者様は当社製品サービスの利用にあたり､次の各号に掲げる行為をしてはなりませ

ん｡ 

（１）本利用契約で明示的に許諾された範囲を超えて、当社製品サービスを利用又は使用す

ること若しくは当社製品サービスを構成するソフトウェアの全部又は一部を複製する行為 

（２）当社製品サービスを構成に関連する機器、ドキュメント、プログラム又はソフトウェ

アの全部又は一部を改造・改変・翻案する行為 

（３）当社製品サービスを構成するソフトウェアのトレース、デバッグ、逆アセンブル、デ

コンパイル、リバースエンジニアリングその他の手段により、ソフトウェアの構造・機能・

処理方法等を解析し又は、ソースコードを入手しようとする行為 

（４）当社製品サービスを構成するハードウェアの分解、破壊その他の手段によりハードウ

ェアの構造・機能・処理方法等を解析する行為 

（５）当社製品サービスを構成するソフトウェアの全部又は一部を、他のソフトウェアの一

部に組み込み、若しくは他のソフトウェアの全部又は一部を、当社製品サービスを構成する

ソフトウェアの一部に組み込む行為 

（６）当社、他のご利用者様又は第三者の知的財産権等を侵害する行為及び当社製品サービ

スを構成するソフトウェアの知的財産権表示を削除・改変する行為 

（７）他人のユーザーID 等アカウント情報を使用する行為又はその入手を試みる行為 

（８）他のご利用者様のデータを閲覧、変更、改竄する行為又はそのおそれがある行為 

（９）当社製品サービスに関する未公表の脆弱性情報を当社の承諾なく公表する行為 

（10）当社製品サービスを構成するハードウェア又はソフトウェアへの不正アクセス行為、

クラッキング行為その他設備等に支障を与える等の行為  

（11）当社又は当社製品サービスの運営若しくは他のご利用者様の利用を妨害する行為又

はそのおそれがある行為 

（12）当社及び当社製品サービス、他のご利用者様又は第三者の財産・信用・名誉等を毀損

する行為及びプライバシーに関する権利、肖像権その他の権利を侵害する行為 

（13）当社及び第三者に不利益若しくは損害を与える行為又はそのおそれのある行為 

（14）法令に違反する行為や犯罪行為､それらを幇助する行為又はそのおそれのある行為 

（15）公序良俗に反する行為 

（16）その他､ 当社が不適切と判断する行為 

 



第３章 当社製品サービスの提供 

 

第 12 条（知的財産権） 

当社製品サービスを構成する有形・無形の構成物（ソフトウェアプログラム、データベース、

アイコン、画像、文章、マニュアル等の関連ドキュメント等を含む）に関する著作権を含む

一切の知的財産権、その他の権利は、当社又は当社に許諾した第三者に帰属します。 

 

第 13 条（知的財産権侵害の場合の責任） 

当社製品サービスの利用に関して、第三者からご利用者様に対して知的財産権にかかるクレ

ーム、その他の請求が発生した場合、ご利用者様はただちに販売店等に書面で通知するもの

とし、販売店等はその責任と費用負担においてかかるクレーム等を処理するものとします。

但し、かかるクレーム等の発生がご利用者様自身の責めに帰すべき事由に基づく場合及びご

利用者様が当社にクレーム等の発生を速やかに通知しない等の事由により当社が適切な防

御を行う機会を逸することになった場合は、この限りではありません。 

 

第 14 条（当社製品サービスの提供業務の委託） 

当社は、当社製品サービス提供に関する業務の全部又は一部をご利用者様の承諾なしに、第

三者に委託することができるものとします。但し、その場合、当社は責任をもって委託先を

管理します。 

 

第 15 条（当社製品サービス内容の変更） 

１当社は、当社製品サービスの機能向上、機能追加又は修正等のため、ご利用者様の承諾を

得ることなく、当社の判断において当社製品サービスの内容の変更、利用方法の変更又はバ

ージョンアップ（以下、「当社製品サービスの変更等」といいます。）を行うことができるも

のとします。なお、当社製品サービスの変更等は、変更前の当社製品サービスのすべての機

能・性能が維持されることを保証するものではありません。 

２当社製品サービスの変更等のうち、当社ソフトウェア等のユーザーインタフェースの大

幅な変更又はサービスＵＲＬの変更等、ご利用者様の操作方法に変更が生じる場合及びご

利用者様が当社製品サービス利用のための環境を変更する必要が生じる場合には、当社は、

その旨をその２週間以上前までに、当該当社製品サービスのご利用者様に対して通知する

ものとします。但し、緊急又はやむを得ない事由による当社製品サービスの変更等はこの限

りではありません。 

３当社製品サービスの変更等に伴い発生するご利用者様が使用する機器の設定その他当社

製品サービス利用のための環境の変更については、ご利用者様がその責任と費用負担にお

いてこれを行うものとします。 

４本条に定める手続に従った当社製品サービスの変更等によりご利用者様が被った損害に



ついては、当社は何ら責任を負わないものとします。 

 

第 16 条（当社製品サービス提供の休止） 

１次の各号のいずれかに該当する場合には、当社は、当社製品サービスの提供を休止するこ

とができるものとします。 

（１）当社が定時に又は必要に応じて、当社製品サービス及び当社製品サービス提供のため

に設置及び管理する設備（以下、「当社製品サービス設備」といいます。）の保守作業を行う

場合 

（２）当社製品サービスの提供のために用いられる電気通信事業者その他の事業者の設備

（以下、「電気通信事業者等設備」といいます。）に、保守作業が行われる場合 

（３）電力供給の中断、障害の発生その他やむを得ない事由により当社製品サービス設備又

は電気通信事業者等設備を使用できない場合 

（４）政府機関による決定事項、戦争、破壊活動、武力闘争、輸出入禁止令、地震、津波、

台風、落雷、火災、洪水その他の激甚災害、感染症の大流行、ストライキ等労働者の争乱、

輸送機関の停止・遅延、第三者のサービスや通信手段の障害・停止・遅延、コンピューター

ウイルス等による攻撃、サービス拒否攻撃、スパムメールの大量伝送、第三者のソフトウェ

アの不具合、当社製品サービスを提供するために必要とされる原材料、補給品、電源、機器

を確保できない事態等により、当社が当社製品サービスを提供することができない場合 

（５）その他当社が当社製品サービスの提供の休止が必要であると判断した場合 

２当社は、当社の意思又は判断により当社製品サービスの提供を休止する場合、その２週間

以上前までに、当該当社製品サービスのご利用者様に対して通知するものとします。但し、

緊急又はやむを得ない事由によりあらかじめ通知することができない場合には、遅滞なく

ご利用者様に対してその旨を通知するものとします。 

３当社は、当社製品サービス設備に障害があることを知ったときは、ご利用者様に速やかに

通知するものとし、遅滞なく当社製品サービスの修理又は復旧に努めます。 

４当社は、電気通信事業者等設備について障害があることを知ったときは、当該電気通信事

業者等設備を提供する電気通信事業者その他の事業者に修理又は復旧を指示するものとし

ます。 

５本条に定める手続に従った当社製品サービスの提供の休止によりご利用者様が被った損

害については、当社は何ら責任を負わないものとします。 

 

第 17 条（当社製品サービス提供の廃止） 

１当社は、当社製品サービスの一部又は全部の提供を何時でも廃止できる権利を有します。 

２当社製品サービスの一部又は全部の提供を廃止する場合、当社はその 3 か月以上前まで

に、当該当社製品サービスのご利用者様に対して通知を行います。 

３当社が予期し得ない事由又は法令・規則の制定・改廃、天災等のやむを得ない事由で、当



社製品サービスの提供を廃止する場合において 3 か月以上前の通知が不能な場合であって

も、当社は可能な限り速やかにご利用者様に対して通知を行います。 

４本条に定める手続に従った当社製品サービス提供の廃止によりご利用者様が被った損害

については、当社は何ら責任を負わないものとします。 

 

第４章 保証と責任 

 

第 18 条（保証） 

１当社は、当社製品サービスの利用に際して必要となるご利用者様の設備（ソフトウェアを

含む）及び使用環境が、当社の定める技術基準及び条件に適合する場合において、ご利用者

様の適切な利用を前提に、当社製品サービスが重要な点において、実質的に正常に提供され

ることを保証します。 

２当社は、当社製品サービスに関し、次の各号の内容を保証するものではなく、ご利用者様

にもたらされる結果に対して、当社は一切の契約不適合責任及び保証責任その他の債務不

履行責任を負わないものとします。 

（１）品質及び機能がご利用者様の使用目的に適合すること 

（２）当社製品サービスを構成するソフトウェアにバグ等の不具合のないこと 

（３）ご利用者様特有の環境に起因する問題がある場合や他の特定のハードウェア・ソフトウ

ェア等が使用ないし併用された場合の当社製品サービスが正常に動作すること 

（４）個別の不具合事案の問題が解決されること 

３当社製品サービスに重要な不具合が認められた場合における当社の責任は、商業的に合

理的な範囲内において、当社製品サービスの修正ないし不具合の除去の努力をすることに

限られるものとします。 

 

第 19 条（免責及び損害賠償の制限） 

１当社が、当社製品サービスに関して本利用契約に関連して負担する損害賠償責任の範囲

は、その原因如何にかかわらず、ご利用者様が直接かつ現実に被った通常の損害に限るもの

とし、間接的、付随的、派生的な損害や事業機会の喪失又は信用の毀損の結果生じた損害又

は逸失利益については、契約責任、不法行為責任その他請求の原因を問わず、賠償の対象外

とし、何ら責任を負わないものとします。 

２前項にかかわらず、当社製品サービスの利用に関して、当社製品サービスとしてのテクニ

カルサポートの結果により生じた損害又はデータ、プログラムの滅失・損壊によって生じた

損害、若しくは、当社製品サービスと機能が独立した他社開発製品、他社が提供するサービ

スに起因した損害については、当社製品サービス利用又は売買の態様としての一体性にか

かわらず、直接間接を問わず一切の責任を負わないものとします。 

３当社は、本利用契約の各条項に従って制限された限度においてのみ、当社製品サービスに



ついての責任を負うものとします。当社は、本利用契約の各条項において保証しないとされ

ている事項、責任を負わないとされている事項、ご利用者様の責任とされている事項につい

ては、一切の責任を負いません。 

４当社が本条によって、損害賠償責任を負う場合であっても、当社に故意又は重過失がある

場合を除いて、その賠償責任は、ご利用者様が販売店等に支払った料金のうち、損害発生の

起因となる当社製品サービスに対する対価とみなされる部分についての、損害発生月の前

月から直近６か月の利用期間に対応する金額を上限とします。 

 

第 20 条（当社による情報の管理・利用） 

１当社は、当社製品サービスの提供に伴い、ご利用者様より直接又は間接に取得した情報に

関し、善良な管理者による注意をもって機密保持とその管理に努めるものとします。 

２当社は、前項の情報に個人情報が含まれていた場合、個人情報の保護に関する法律及び当

社「個人情報の取り扱いについて」（https://www.fuva-brain.co.jp/personalinformation-

detail/）に基づいて、紛失・破壊・改竄・漏洩等の危険から保護するための合理的な安全管

理措置を講じ、厳重に管理するものとします。 

３ご利用者様は、裁判所その他の法的な権限のある官公庁の命令又は要請（捜査関係事項

照会書による要請を含む）がある場合、法令の手続上必要とされる場合及び当社、他のご

利用者様又は第三者の権利を保護するために必要な場合等で当社が必要と判断した場合、

当社が、第１項の情報を開示ないし提出をすることがあることを承諾し、かかる開示ない

し提出に対して異議を述べないものとします。 

４当社は、当社製品サービスの維持管理、利便性及び満足度の向上並びにマーケティング

等を目的とする統計調査のため、ご利用者様の当社製品サービスの利用状況、画面・項目

の利用頻度等の統計数値を、ご利用者様を特定できない範囲で利用し、あるいは統計調査

に必要な限度でこれらの情報を解析し、二次加工して活用できるものとし、ご利用者様は

かかる統計調査、二次加工活用を行うことに同意します。 

 

第５章 その他 

 

第 21 条（本利用契約の解除） 

１当社は、ご利用者様が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、ご利用者様への催

告を要することなく本利用契約の全部又は一部を解除することができるものとします。 

（１）第 11 条各号に掲げる禁止行為を一つでも行った場合 

（２）第 23 条に掲げる反社会的勢力の排除の表明に反して、本文又は各号のいずれかに該

当する場合 

（３）重要な財産に対する差押、仮差押、仮処分、租税滞納処分、その他公権力の処分を受

けた場合、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始又は特別清算開始の申立て



が行われた場合、解散又は事業の全部の譲渡若しくはその決議がなされた場合、自ら振り出

し又は引き受けた手形若しくは小切手が不渡りとなる等支払停止状態に至った場合 

（４）監督官庁から営業停止又は営業免許若しくは営業登録の取消しの処分を受けた場合 

（５）ご利用者様から直接又は販売店経由で当社に提供された連絡手段としてのメールア

ドレス、電話番号及び住所に対して当社が連絡しているにもかかわらず、１か月間以上の期

間、何ら返答がない場合 

２当社は、次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、当社への情報の提供者（本項第

１号の場合）又は違反者（本項第２号又は第３号の場合）に是正するように催告をしたにも

かかわらず２週間以内にこれを是正しない場合、本利用契約の全部又は一部を解除するこ

とができるものとします。 

（１）直接又は販売店経由で当社に提供された情報に虚偽又は記載漏れがあることが判明

した場合 

（２）ご利用者様が、前項を除く本規約の条項又はご利用者様が当社製品サービスを購入し

た販売店等との間で締結した当社製品サービスの売買にかかる契約（その形式を問わない）

に違反した場合 

（３）ご利用者様が購入した当社製品サービスを、その上流過程として当社より仕入れた者

が、当該当社より仕入れの際に、当社との間で締結した当該当社製品サービスの売買にかか

る契約（その形式を問わない）に違反して、その代金の全部又は一部を支払い期限までに当

社に支払わなかった場合 

 

第 22 条（契約終了後の処理） 

当社は、理由の如何を問わず、本利用契約が終了した後、当社製品サービスの提供をする義

務が一切ないものとします。ご利用者様は、理由の如何を問わず、本利用契約が終了した後、

ただちに当社製品サービスの利用を終了し、速やかに当社製品サービスを構成するソフト

ウェアをご利用者様の環境から消去しなければなりません。 

 

第 23 条（反社会的勢力の排除） 

当社及びご利用者様は、自己（役員及び従業員を含む）又は自己の代理人若しくは媒介をす

る者が、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなってから５年を経過していない者、暴

力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、

その他これらに準ずる者（以下、これらを総称して「反社会的勢力」といいます。）に該当

しないこと又は、反社会的勢力と以下の各号の一つにでも該当する関係を有しないことを

表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを相互に確約します。 

（１）反社会的勢力が経営を支配している。 

（２）反社会的勢力が経営に実質的に関与している。 

（３）自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ



てするなど、不当に反社会的勢力を利用している。 

（４）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしている。 

（５）役員又は経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社会的に非難されるべき

関係を有している。 

 

第 24 条（権利義務の譲渡） 

ご利用者様は、あらかじめ当社の書面による承諾がない限り、本利用契約の契約上の地位を

第三者に承継させ、又は本利用契約に基づく権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、承

継させ、又は担保に供してはならないものとします。 

 

第 25 条（不可抗力） 

当社は、地震や津波、洪水、火災、放射線又はその他の天災地変、法令・規則の制定・改廃、

第 16 条第 1 項第 4 号に掲げる事象その他の不可抗力によって当社製品サービスの履行が妨

げられた場合には、本利用契約その他の一切の規定にかかわらず、かかる不可抗力によって

ご利用者様に生じた損害について一切の責任を負わないものとします。 

 

第 26 条（協議） 

本利用契約の解釈について両当事者間に異議、疑義が生じた場合、又は本利用契約に定めの

ない事項が生じた場合、誠実に協議し、円満にその解決を図るものとします。 

 

第 27 条（準拠法・裁判管轄） 

本利用契約に関する事項については、日本法を準拠法とし、本利用契約に関する一切の紛争

は東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

以 上 

 

制定 2023 年 4 月 1 日 

改訂 2023 年 9 月 4 日 


